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研究成果の概要（和文）：主として、アメリカのある学区と日本の３市を対象に 2000 年以後
の関係行政文書について調査を行った。アメリカの調査対象学区は、各学校の児童数にあ
まり差がない状況ながら、学区内全小学校について閉校可能性を点数で評価し、2006 年か
ら 2011 年の間に 4校を閉校させた。一方、日本の３市は、いずれも学校間の児童生徒数に
大きな差がある中で、国の標準に沿うかたちで市としての適正規模を定めたが、その後の
学校規模や配置に影響を与えることはなく、学校統廃合も進んでいない。 

研究成果の概要（英文）：Mainly, this study made an investigation toward the educational 
documents and records issued in 2000 and thereafter by a US school district and 
Japan’s three cities.  The US school district, using a grading system, evaluated 
the possibility of school closure for its all elementary schools, and shut down four 
schools from 2006 until 2011. In contrast, the three cities in Japan didn’t close 
or consolidate any schools since 2000, although they had a significant difference 
in student population among their schools and set up their desired school sizes 
following the national standard. 
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１．研究開始当初の背景 
 学校の規模と配置の決定に影響を与え得
る要因には、将来の学齢児童生徒数の予測値、
子どもにとって望ましい教育環境、地域の繋
がりの度合いなど様々なものがある。それぞ

れ重要だが、通学区の変更と学校選択制度の
採用、不採用が与える影響も十分に考慮され
なければ、建設的な議論には結びつかない。
この２つは、望ましいとされる規模や配置が
いったん決定された後も、それらに直接的か
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つ瞬時に影響を与え得る制度・仕組みだから
である。 
 望ましい規模と配置が一旦決定された後
の通学区の変更と学校選択制度（入学時のも
の・入学後の指定校の変更を含む）の採用が、
実際の学校規模と配置に多大な影響を及ぼ
し、それがまた、その後の規模・配置、そし
て統廃合論議に影響を与えている可能性が
考えられる。しかし、それについては研究、
検討が十分なされていない。こうした背景の
もとで研究を開始した。 

２．研究の目的 
 本研究は、通学区の変更と学校選択制度が
学校の規模・配置に与える影響を、日米の事
例研究によって明らかにすることを目的と
したものである。 

３．研究の方法 
日米で各３学区（計６学区）を調査対象と

した。このうち、十分な資料を入手できたア
メリカ１学区をＡ学区とし、このＡ学区をメ
イン（主）に記述し、筆者のよく知る日本の
３つの教育委員会（行政区＝Ｘ市・Ｙ市・Ｚ
市、以上３市とも同一県内、筆者はこの３市
で学校の適正規模・適正配置を検討する審議
会等の委員を務めた）をサブ（従）として活
用するというスタイルをとった。 
Ａ学区において 2000 年以後の 10 年間に、

①何のために閉校・通学区の変更が行われて
いるのか、②閉校・通学区の変更はどのよう
な項目に基づいて検討されているのか、③通
学区が変更される際、学校選択制度はどのよ
うに考えられているのか、の３点について調
べた。 
主に利用した資料は、これら４行政区の関

係文書（審議会の議事録、地域住民向け文書、
その他）である。 

４．研究成果 
Ａ学区、Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市の児童生徒数等

は次のとおりである（2011 年当時、数字はい
ずれも概数）。 

Ａ学区：複数の市を跨ぐかたちで構成されて
いる学区、児童生徒数＝４万人、小学校 40
校、中学校 10 校、高校（ハイスクール）10
校 

Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市：人口＝12 万人～30万人、
児童生徒数＝１万～２万人、小学校＝20～50
校、中学校＝10～25 校 

日米の違いを簡単に述べるなら、次のよう
になる。 
Ａ学区とＸ市・Ｙ市・Ｚ市は、この 10 年

間、児童生徒数が減少している点では共通し

ている。しかしＡ学区は閉校（統廃合）と通
学区の変更をしばしば行ってきたのに対し、
Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市はそれをほとんど行わずに
来た点ではまったく対照的である。 

(1)何のために閉校・通学区の変更が行われ
ているか 
 Ａ学区が2000 年からの 10年間に行った閉
校・通学区の変更に期待したのは次の４点で
ある 。 

①児童生徒数の不均衡の是正 
②“飛び地”の解消 
③“フィーダー・パタン”の是正 
④不統一な学年構成（特に第６学年の配置問
題）の是正 

①の児童生徒数の不均衡の是正について
注目されることは、「学校のキャパシティ」
を定め、通学区の変更によって、児童生徒数
をおよそこのキャパシティに近づけようと
している点である。 
キャパシティは、各教室の床面積、机・椅

子の数、災害避難時を想定した各教室の最大
収容人数、教室の利用状況などによって算出
されている。例えば、キャパシティ 607 人、
実際の児童数 561人、差 46人というように、
一桁単位で算出されている。 
一方、日本のＸ市・Ｙ市・Ｚ市の議論では、

「学校のキャパシティ」という話しはまった
く出ていない。そもそも「学校のキャパシテ
ィ」という視点自体、議論では持たれなかっ
たものと思われる。 
②の“飛び地”の解消についてであるが、

Ａ学区内には“飛び地”（通学区が離れてい
るケース、non-contiguous boundary）がい
くつかある。主として、新規に開発された宅
地について、学校のキャパシティを考えなが
ら通学すべき学校を設定した結果、このよう
な状況になっている。 
背景には、スクールバス通学、車による親

の送迎が前提になっており、また日本のよう
に通学区を単位とする地域コミュニティが
存在しないこともあるわけだが、Ａ学区内で
も飛び地の歪さ、不自然さは問題視されてき
た。 
③の“フィーダー・パタン”とは、ある学

校（例えば小学校）を卒業した児童が次にど
の学校（中学校）に入るか、そのパタン（組
み合わせ）をいうが、A 学区はそれが非常に
複雑になっていた。なおこのことはアメリカ
ではめずらしいことではない。 
それに対して日本では、通常はある小学校

の卒業生はみな特定の中学校に進学してい
く（１対１の対応）。Ａ学区では、１小学校
が３中学校に別れる場合もあり、そうした複
雑なフィーダー・パタンを解消し、できるだ



け１対１の単純なフィーダー・システムにし
ようとした。 
小学校から中学校に入るとき、スプリット

してしまうというフィーダー・パタンの問題
は、日本では希にしか存在しないと考えられ
る。 
だがＺ市には、市内 17 の小学校のうち、

同一小学校を卒業しても進学する中学校が
二校に分かれてしまう小学校が４校ある。同
市で学校の適正規模・配置が議論された際、
この問題が委員から語られたことはあった
が、それを是正したいという意見は委員から
も、教委事務局側からも出されていない。Ｘ
市、Ｙ市についてはフィーダー・パタンの問
題は存在していない。 
 ④の不統一な学年構成（特に第６学年の配
置問題）とは、英語でいうところの grade 
configuration の問題である。よく知られて
いるように、アメリカにおける学年構成
（grade configuration）は多様である。A学
区でも、小学校（初等学校）では K-5、K-6、
K-8 が、中学校では 6-8、7-8 が混在している
（高校は 9-12 のみ）。これを、基本的に小学
校については K-6をなくして K-5にする（K-8
と一部の K-5 は残す）、中学校については 7-8
をなくし6-8にするというのが学区の方針で
あり、その方向で学年構成が変更されつつあ
る。簡単にいえば、第６学年を小学校に配置
するのか、それとも中学校に配置するのか、
という問題である。この「不統一な学年構成」
の問題は、上記の「フィーダー・パタン」の
問題とも関連している。 
日本には、「不統一な学年構成」の問題は

存在しないのだが、学校の適正規模・配置を
検討する際に小中連携、小中一貫校の導入が
話し合われることは少なくない。ただし３市
の中でこのことが議論されたのはＺ市のみ
であり、それもそもそも１小学校＝１中学校
という関係にある、学校自体も隣接敷地内に
立地している小規模の小学校と中学校につ
いてのものであった。 

(2)閉校・通学区の変更はどのような項目に
基づいて検討されているのか 
 Ａ学区で 2005 年に小学校の閉校が検討さ
れた際、学区教育委員会に対して関係審議会
（委員９名）が提出した資料がある。この審
議会は閉校検討プロセスにおける初期段階
の委員会で、その後教育委員会内部での検討、
各学校サイトでの説明・公聴会と進み、最終
的に教育委員会で決定がなされたのである
が、審議会は特にどの学校を閉校にするかに
ついて具体的に提案し、それによっておよそ
の方向性が決まった。審議会での検討におい
て注目される点を 2点記す。 
 第１点は、当時存在していた 46 校すべて
の小学校について、閉校の可能性を点数化し

た上で検討したことである。つまり、全小学
校が同等に取り扱われたわけである（日本の
Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市ではそのようなことはなか
った）。Ａ学区が用いた評価項目は次のとお
りである。 

①.校舎の築年数 
②.施設設備の老朽化 
③.学校維持費用（一定児童数あたり） 
④.貧困児童生徒、学習困難児童生徒が新た
な学校で受け入れられる 
⑤.特別支援教育が別の学校で保障される 
⑥.受け入れ校の児童生徒数が425～749人の
範囲に収まる 
⑦.閉校検討校の児童生徒数が減少している 
⑧.受け入れ校が閉校検討校に近接している
場所にある＜中・高のみ＞ 
⑨.受け入れ校のキャパシティに余裕がある 
⑩.受け入れ校への通学にかかる費用を従来
程度に抑えられる＜中・高のみ＞ 
⑪.閉校検討校への通学には交通安全上支障
がある 
⑫.受け入れ校が徒歩通学、自転車通学の児
童を受け入れ可能である 
⑬.閉校検討校のキャパシティが小さい（425
人以下＝１点、426～539人＝２点、540 人以
上＝３点） 
⑭.検討対象校の通学区内の人口が減少傾向
にある 
⑮.検討対象校の通学区内に住む児童生徒の
うち、検討対象校に通っている児童生徒数が
少ない 
（50％以下＝１点、50～75％＝２点、76％以
上＝３点） 
【注】小学校はスクールバスが残るため（ハ
イスクールは原則廃止の方向）、8 と 10 は評
価項目から除外されている。 

 第２点は、学校の明確な適正規模は存在せ
ず、それと思われるもの（評価項目 13 と 6）
も実際には閉校の決定には影響を与えてい
ないという点である。13「閉校検討校のキャ
パシティ」が評価１であった学校５校中２校、
評価２であった学校８校中６校は、閉校候補
から免れている。基本的には総合得点がもの
をいうので当然ではある。６「受け入れ校の
児童生徒数」についてみれば、第一次評価で
閉校対象に残った 15校は、みな 425～749 人
という規模内に収まっていた。 
結局、他の評価項目によって差がつき、閉

校かそうでないかが決まっていった（特に差
がついた項目は、「貧困児童・学習困難児童」、
「特別支援教育」、「閉校検討校の児童数減
少」、「受け入れ校のキャパシティ」、「閉校検
討校のキャパシティ」であった。そもそも、
従来、学校間で児童数に差がつかないように
してきたわけであり、そこに適正規模を定め



ても、評価項目としては差がつきにくく、ど
こが「受け入れ校」になって何人の児童を受
け入れるかについても何パタンも考えられ
るので、おそらくおよその見当で判断してい
ると思われる。 
 以上 15 項目が日本のＸ市・Ｙ市・Ｚ市で
はどうであったかだが、「学校維持費用」、「貧
困児童・学習困難児童」、「特別支援教育」、「受
け入れ校のキャパシティ」、「閉校検討校のキ
ャパシティ」、「閉校検討校の通学区内の人
口」については、それについて検討する、デ
ータが提供される、あるいはデータを求める
といったことはなかった。 

(3)通学区が変更される際、学校選択制度は
どのように考えられているのか 
 学校選択制度の存在は、閉校や通学区の変
更によって予測される児童生徒数に影響を
与えるものであろうが、Ａ学区の場合、予想
に反して、これは直接の検討事項になってい
なかった。 
この学区内には、学校選択制度（オープン

エンロールメント、チャータースクール、通
学区を持たない学校、オルタナテイブスクー
ル等）がすでにある。このうち、設定された
通学区外から学校選択を行う方法としては、
オープンエンロールメントがあり。また通学
区を持たない学校（non-boundary school）
も学区内に９校ある。これら９校は、通学区
それ自体をもたないが、その学校の近くに住
む者をキャパシティの 40％までは優先的に
収容するというルールが設定されているの
で、他校の閉校や通学区の変更を考える際に
検討してよい事柄のはずである。それがなぜ
検討事項にあがってこないのかについては
不明である。 
 一方、Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市にはアメリカのよ
うな学校選択制度はないのだが、いずれも入
学校の変更は希望があればほぼ許可してい
る。その意味では、この事実上の学校選択（入
学後の指定校の変更）を踏まえた検討があっ
てもよかったと思うのだが、なかった。 

 結局、①何のために閉校・通学区の変更が
行われているのか、②閉校・通学区の変更は
どのような項目に基づいて検討されている
のか、③通学区が変更される際、学校選択制
度はどのように考えられているのか、の３点
について本研究でわかったことの要点を記
せば次のようになる。 

①Ａ学区の通学区の変更は、児童生徒数の
不均衡の是正、“飛び地”の解消、“フィーダ
ー・パタン”の是正、不統一な学年構成の是
正のために行われていた。 
②学区内のすべての小学校を対象に 15 項

目について点数化して決定された。 

③閉校・通学区の変更を検討する際、学校
選択制度がもたらす影響は考慮されてはい
ない。 

以上、Ａ学区、Ｘ市・Ｙ市・Ｚ市ともに、
通学区の変更と学校選択制度が、その後の学
校規模・配置論議、統廃合論議に影響を与え
た形跡はなかった。 
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